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令和２年３月２５日 

 

新型コロナウイルス対策政府・与野党連絡協議会 御中 

れいわ新選組 

木村英子 

舩後靖彦 

 

 

新型コロナウイルス対策についての障害者関連施策の要望 

 

 

●物品・人の不足等に関すること 

１、障害・高齢・児童の福祉施設及び訪問系事業所への消毒用アルコール、マスク、使い

捨てガウン、使い捨て手袋等、感染対策に必要な物品を優先的に割り当てること。 

その他、各種障害者に対応している支援者（手話通訳者などの意思疎通支援者、ガイ

ドへルパーなど）に対しても同様の対応とする。 

 

２、在宅の人工呼吸器利用者が痰の吸引等、医療的ケア時になくてはならない消毒用アル

コール、消毒綿、使い捨て手袋を優先的に支給すること。 

 

３、介護者や障害者の体調が悪い場合には、介護者や障害者が PCR 検査を優先的に受ける

ことができるようにすること。 

   現在、PCR 検査は高齢者や基礎疾患のある者が優先されており、それ以外の人は容

易には検査を受けられない状況にある。しかし、介護者は、障害者の介護をするため

に濃厚接触が避けられない関係に有る一方、障害者は新型コロナウイルスに感染した

場合に重篤化する危険性が高く、感染の疑いのある介護者については感染しているか

否かを早期に判断することで、障害者へ感染させないように対策をすることが大変重

要である。 

   また、感染拡大を防ぐため、障害者も希望する場合は、PCR検査を優先的に受ける必

要がある。 

      なお、新型インフルエンザ等対策特別措置法 28 条第 1 項では、「国民生活及び国民

経済の安定に寄与する業務を行う事業者」として、告示第 369号で介護者が指定され、

インフルエンザの予防接種を優先して受けられるものと定めていることからも、介護

者は医療従事者などと同様に PCR検査を優先的に行うべきと考える。 

 

４、感染が長期化・拡大し、在宅の人工呼吸器利用者等への医療的ケアによる従事者のサ
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ービス提供が不足する場合、希望する障害者に対しては、ホテルを借り上げる等の福

祉避難所的対応を検討すること。 

 

５、通所・短期入所施設の利用が制限もしくは停止された場合、代替え策としてホームヘ

ルプが想定されている。ヘルパーの待遇改善等、ヘルパー不足に対する緊急対応

策を打ち出すこと。 

 

６、学校一斉休校は特別支援学校・学級にも適応されているが、障がい児を抱える親が常

時介護を行うことが難しい状況がある。親が介護できない場合又は保護者が仕事を休

めない事情のある障害のある児童生徒を対象に、通っている特別支援学校・学級の開

放を臨機応変に検討すること。ただし、生徒たちは慣れた介護者や職員の支援を必要

とするため、開放の際には、通常時と同様の職員が対応することが必要である。 

 

●休業補償・減収に対する支援策 

７、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所などの障害者総合支援法に基づく事業所の減収に対す

る適正な補填をすること 

 

８、訓練等給付費を日払いでなく月単位で一定額の補助金を支払う月額払い制度へ変更す

ること 

 

●政府の指示・対応について 

９、一律に発熱（37.5度以上）だけで福祉サービスの利用停止をするのではなく、その他

の症状がない場合は、感染対策を取ったうえで利用を受け入れることを周知徹底する

こと。 

  現在、福祉サービスの利用者に発熱がない場合でも、介護が「濃厚接触である」「（障

害者側が）マスクをしてもらわないと感染のリスクがある」という理由で派遣を拒否

する事例が出てきており、福祉サービスの利用停止を安易に行わないように周知徹底

することが必要である。 

 

10、 通知や事務連絡を出す場合には、施設での対応と居宅での対応を明確に分けるべき

である。重度訪問介護は、見守りも含め長時間の介護を必要とするために、対応が混

同されることがないように留意して通知等をだす必要がある。 

 

11、新型コロナウイルスの影響で、各地で喀痰吸引等第３号研修等ヘルパー養成研修が中

止されている。感染拡大収束の目途が立たないので、この状態が長期化すると、元々の
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人材不足に加え、研修ができないために現場で働けず、在宅介護崩壊が一気に来てしま

う。やみくもに研修を中止するのではなく、どのようにしたら研修会を開けるか、規模

の縮小、感染対策等のガイドラインを示すこと。 

 

12、聴覚障害や言語障害があってコミュニケーションなどにバリアがある障害者もいるた

め、新型コロナウイルスにともなう緊急時の情報提供などの合理的配慮の徹底をするこ

と。以下、具体例をあげる。 

① 電話でのコミュニケーションが困難な障害者もいることから、相談窓口・保健所・医

療機関等の連絡先には必ず FAX番号や、やりとり可能なメールアドレスを記載するこ

と。 

  現在、厚生労働省の相談窓口では FAXやメールアドレスでの対応がなされています

が、各都道府県の保健所や相談窓口での FAXなどでの対応はなされていないところが多

いため、聴覚障害者の人は相談もできず、適切な情報を得ることができない状況にあ

る。 

② 新型コロナウイルスの予防策としてマスク着用が推奨されているが、病院や保健所な

どでの受診の際などの正確なコミュニケーションが求められる場面では、マスク着用に

よってコミュニケーションが阻害される場合があるため、筆談や手話言語等の代替手段

による対応を徹底することや筆談対応をしていることを表示することなどのガイドライ

ンを示すこと。 

③ 新型コロナウイルス感染に関しての大臣や都道府県知事の記者会見などでは、聴覚障

害者でも理解できるように字幕を付す又は手話言語通訳者を配置すること。 

  なお、会見直後に字幕を付したものをホームページに載せるなどの方法でも良い。 

 

 


